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～ 開 会 ～ 

■ 会議成立の報告 

■ 小山街づくり計画部長挨拶 

■ 会議の公開の決定 

 

 それでは、平成２５年度第２回所沢市建築審査会を開会いたします。 

はじめに、事務局より説明をお願いします。 

 

 本日の予定ですが、議案第１号の説明及び質疑終了後、現地調査を予定

しています。現地調査終了後、引き続きご審議をお願いしたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 

 それでは、議題（１）諮問の議案第1号について審議を始めます。 

 特定行政庁より説明をお願いします。 

 

建築指導課長の森沢でございます。よろしくお願いいたします。 

それでは、初めに、議案第１号につきまして、ご説明させていただきま

す。本件は、所沢市上新井にある敷地に、事務所を新築する計画でござい

ます。本敷地の用途地域は準住居地域及び第１種低層住居専用地域になっ

ておりますが、第１種低層住居専用地域が過半の用途地域となっているた

め、事務所用途の建築につきまして、建築基準法第４８条第１項ただし書

の規定に基づく許可を求めるものでございます。 

それでは、建築計画の概要について、担当からご説明申し上げます。 
 

建築指導課の中村と申します。よろしくお願いいたします。はじめに、

全体の概略及び個別具体の図面に基づき、説明させていただきます。 
■資料の確認 

■許可申請の概略を説明 

■申請者の概要を説明（資料１ 申請者（日本道路株式会社）の概要） 
 
今回の審査案件は、「用途地域の許可」についてです。具体的に申し上

げますと、「第一種低層住居専用地域に、事務所を建築するための許可」

でございます。第一種低層住居専用地域では、事務所は、小規模で住宅併

用のものしか建築することができません。従いまして今回の規模のような

事務所であれば、「許可」を得なければ、建築できないということになり

ます。今回の建築計画は、更地に新たに事務所を建築するものではなく、

申請地には、寄宿舎と事務所が一体となった既存の建築物がありますが、

そのうち、事務所部分を解体撤去し、その空いた部分に別棟で事務所を新

築するという計画でございます。この新築する事務所の面積や階数は、現

在あるものと同規模であり、環境の変化は殆ど無いものと考えておりま

す。 
本来であれば、今建っている建物の用途と同じ用途の建物を同程度建て
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替えするのであれば、用途地域の規制により建築することが出来ない建物

であっても、当時の建築確認申請を確認することが出来れば、建築基準法

第３条第２項の「不遡及の原則、既存不適格」により、建て替えが可能と

なると、当課では判断しております。 
本案件につきまして、昨年１２月に事務所の新築として、確認申請が提

出されております。しかしながら、当課の見解によれば、現在建っている

建物と同一の確認申請を確認することができませんでした。従いまして、

既存不適格としての扱いは難しく、「用途地域の許可」を建築審査会に諮

問させていただくに至った次第でございます。なお、この確認申請につき

ましては、申請者が「本審査会で許可が得られれば、再度、新たに確認申

請を提出する」ということになり、現在は取り下げされております。 
■建築審査会への諮問理由を説明（資料２ 建築基準法第４８条条文） 

建築審査会への諮問理由についてご説明いたします。 
「用途地域の許可」につきましては、建築基準法第４８条第１項ただし書

きの規定である「ただし、特定行政庁が第一種低層住居専用地域における

良好な住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ない

と認めて許可した場合においては、この限りでない。」という条文による

ところでございます。この条文のうち、「公益上やむを得ない」という部

分に、今回計画されている事務所が該当するのではなかろうか、というこ

とで、建築審査会に諮問させていただいております。その公益性とは、道

路建設・舗装工事という事業を通じ、社会基盤の整備という社会貢献を行

っており、特に地震・台風・大雨等の災害時における緊急対策業務は、安

全・安心な社会を構築する上で大変重要なものであり、公益性の強いもの

であると考えております。公益性につきましては、説明の最後にも、具体

的な数値を用いて説明いたします。また、既存の建物が建てられた時の用

途地域と、現在では、用途地域が異なっておりますので、そのことについ

ても一緒にご説明させていただきます。 
■都市計画図（現在）の説明（資料３） 

 ※資料３から資料６までパネルを使用して説明。 
■都市計画図（４用途地域）の説明（資料４） 

こちらは、昭和４３年の都市計画法の改正により、８用途地域に用途替

えする以前の都市計画図を部分的に拡大したものです。昭和４８年１月１

５日までのものです。用途地域は、今とは違い、４用途地域でした。その

用途地域とは、住居地域、商業地域、準工業地域、工業地域です。赤色の

部分が申請地です。 
本件の確認申請が提出されたのは、昭和４８年１月１３日ですので、こ

の住居地域の規制を受けます。当時の建築基準法・別表第一においては、

「住居地域内に建築してはならない建築物」が列挙されておりましたが、

「事務所も寄宿舎」もそれに該当しておらず、建てることが可能でした。

この確認申請につきましては、昭和４８年１月１３日に申請され、同日に

確認が処分されております。 
■都市計画図（８用途地域）の説明（資料５） 

次に、確認が処分された日から３日後の昭和４８年１月１６日からの都
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特定行政庁 

河口主査 

 

 

 

市計画図を部分的に拡大したものです。同じく、赤色の部分が申請地です。 
昭和４８年１月１６日からは、用途地域が４用途地域から８用途地域に

替わりました。これに伴って、申請地の用途地域は、「住居地域から第一

種住居専用地域と住居地域」に変わりました。この時点より、この申請地

においては、事務所が建築できなくなりました。 
■都市計画図（１２用途地域）の説明（資料６） 

平成７年１２月２２日からは、現在の用途地域である１２用途地域とな

り、「第一種低層住居専用地域と準住居地域」に用途替えされました。 
この時も事務所は建築することはできません。ちなみに、寄宿舎につき

ましては、昭和２５年の建築基準法制定当時から現在に至るまで、建築す

ることができます。以上が、申請地における用途地域の変遷となります。 
■確認申請の表 写しの説明（資料７） 

 続きまして、申請地に建っている現在の建物について、ご説明いたしま

す。先程も申しあげましたように、本件は「既存不適格」としての扱いを

しておりません。その理由を詳しくご説明いたします。 
 当課で確認できる確認申請書は、昭和４８年１月１３日に川越土木事務

所に提出された確認申請書、１つだけです。昭和４８年１月１３日に申請

があり、その日に確認の処分がなされております。建物用途は、「事務所

及び寄宿舎」です。このあたりの話を当時の確認申請時に提出された図面

及び現況図を使いまして、ご説明いたします。 
※資料８から資料１１までパネルを使用して説明。 
また、補足となりますが、本審査会を通してご説明する図面は、３種類

ございます。１つ目は、確認申請の図面、２つ目は、現地に実際に建って

いる建物の図面、３つ目は、新築建物の図面です。 
■確認申請 配置図の説明（資料８） 

申請地については、確認申請時と現在も変わっておりません。赤色で囲

まれた区域が敷地です。敷地は幅員１３．９メートルの国道に接しており

ます。この道路は、計画幅員１６メートルの都市計画道路です。 
確認申請時の配置は、敷地に対して、「コの字」型に建物が配置されて

います。南側に寄宿舎、西側・北側に事務所が配置されています。南側は

北側よりも敷地が１．２ｍ程高くなっております。ですから、寄宿舎は、

スロープで玄関にアプローチするようになっております。事務所の玄関は

そのまま１階レベルからアプローチするようになっております。 
■確認申請 １階平面図の説明（資料９） 

■確認申請 １階・２階平面図の説明（資料１０） 

■確認申請  ２階・Ｒ階平面図の説明（資料１１） 

以上が、確認申請時に提出された図面の内容です。 
 
建築指導課の河口です。よろしくお願いいたします。続きまして、実際

に現地に建っている建物について、ご説明いたします。 
現地には、確認申請とは異なった建物が建っておりますので、これにつ

いてご説明いたします。 
※資料１２から資料２０までパネルを使用して説明。 
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■既存建物 配置図の説明（資料１２） 

 敷地に対して、「Ｌの字」型に建物が配置され、南側に寄宿舎が配置さ

れています。確認申請とは違い、北側には建物は配置されていません。ま

た、寄宿舎の入り口も、スロープによるアプローチではなく、敷地内の階

段を上がった後、建物中央から入るかたちとなっております。現地には、

寄宿舎・事務所の本体以外に、倉庫３個、カーポートが建っております。 
■既存建物  １階平面図の説明（資料１３） 

■既存建物  ２階平面図の説明（資料１４） 

■既存建物  北面・東面立面図（資料１５） 

■既存建物  南面・西面立面図（資料１６） 

■既存建物  断面図（資料１７） 

以上が、現地に実際に建っております既存建物の内容でございます。 
 このような事実を踏まえ、建物の平面については、確認申請時の「コの

字」型から実際は「Lの字」型、『柱と柱の間の距離である「スパン」』も

確認申請と実際の建物は、異なっております。従いまして、現地の建物と

この確認申請書は、別のものと判断いたしました。申請者からは、設計変

更を行った旨の申出がありましたが、その書類も見つからないことから、

確認申請に絡む一連の行政手続きは、肯定的に判断することが難しく、従

いまして、「既存不適格」の扱いは出来ないと判断いたしました。そして、

新築する事務所が公益性の高いものではないだろうかと判断し、許可審査

案件といたしました。 
以上が、本審査会に諮問させていただくまでの経緯及び理由でございま

す。 
続きまして、今回の審査会の審査対象でございます「事務所の新築」に

ついて、ご説明申し上げます。 
■新築建物 敷地説明図の説明（資料１８） 

 敷地については、当初の確認申請から変更はありません。赤色で囲まれ

た区域が敷地です。先程の説明と重複いたしますが、敷地は幅員１３．９

メートルの国道に接しており、この道路は、計画幅員１６メートルの都市

計画道路になっております。 
次に、用途地域についてですが、この計画道路の拡幅予定線より２５ｍ

までの区域が準住居地域となり、建蔽率６０％，容積率２００％、それよ

り奥が第一種低層住居専用地域となりまして建蔽率５０％，容積率８０％

でございます。敷地は、先程も申しあげましたが、南側が１．２ｍ程高く

なっております。 
■建物用途別類型図の説明（資料１９） 

これは、申請地を中心に半径３００メートル以内の建物の用途を色分け

した建物用途別分類図です。「やまぶき色」は店舗、「赤色」は消防署と学

校、「グレー」は戸建て住宅、「青色」は共同住宅を示しています。申請地

の北側の国道沿いには、店舗が多くみられ、申請地の南側は戸建て住宅が

多くみられます。 
■近隣関係範囲図の説明（資料２０） 

次に、近隣の同意率についてご説明いたします。これは、近隣関係範囲
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図です。申請地の淵から５０ｍの範囲を赤い線で示しています。この５０

ｍという範囲は、国の通達に従い、以前より本市において用いております。

そして、この赤い線の内側の土地所有者、建物所有者、建物占有者を同意

の対象としています。 
■同意の結果の説明（資料２１） 

続きまして、新築する事務所について、ご説明いたします。 
 ※資料２１から資料２３までパネルを使用して説明。 
■新築建物 配置図の説明（資料２２） 

これまでご説明しましたとおり、現地には、Ｌ字型の既存の建物が建っ

ております。このＬ字型の建築の事務所部分を解体撤去して、既存建物と

棟を分離した形で、新築の事務所を建築いたします。この新築の事務所に

ついてですが、構造は鉄骨造２階建、延べ床面積３３０．７４平方メート

ルです。これは建て替える前と、建物階数、床面積とも、同規模となって

おります。 
■新築建物 平面・立面図の説明（資料２３） 

軒の高さは６．６３メートル、最高の高さは７．１メートルです。 
■新築建物 断面図の説明（資料２４） 

階高は３．２メートル、天井高は２．４メートルです。 
以上が新築する事務所の内容でございます。 

■公共性・周辺環境についての説明（資料２５） 

今回新築する事務所の公益性及び周辺環境について、ご説明いたしま

す。まず、公益性についてですが、申請者は、所沢市建設産業連合会会員

の一員として、「応急復旧業務に関する協定」を本市と結んでおります。

大規模な震災の発生のみならず、台風や大雨による倒木の撤去、路面清掃、

道路陥没時の応急処置、降雪時の除雪作業など、市民生活の安全確保のた

めに公益的な業務を行っております。特に緊急時の対応については、特記

すべきものがございます。それは、緊急時の委託量の約７割を担っている

という点でございます。 

このようなことを可能にしているのは、資料にもありますように、通常

時６人の職員と１４人の作業員が寄宿舎に居住し、４つの作業班を構成し

て、緊急時にも対応できる体制をとっているからでございます。さらに、

敷地内に常時保管してある砂やセメントなどの資材、タイヤショベルやタ

イヤローラーなどの機械類、ダンプやバンなどの車両の確保など、物資の

面でも緊急時に対応できるものとなっています。具体的には、資料のフロ

ーに基づきますと、緊急事態の発生により、まず事務所に連絡が入り、そ

の後、寄宿舎居住者で構成する作業班に出動命令がでます。そしてこの作

業班ごとに対応します。原則、この作業班ごとにフォーメーションを組ん

で動きますが、緊急事態の大きさによっては、２班以上が同時に作業する

こともございます。 
過去３年間の緊急出動回数は、平成２４年度１８回（うち夜間３回）、

平成２３年度１８回（うち夜間３回）、平成２２年度１２回（うち夜間１

回）です。また、本市以外にも、国土交通省等と災害協定を締結しており

ます。このような緊急対策業務を可能にしているのは、物理的に市の中央
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に位置しているという申請地の立地の優位性と、先程から申しあげていま

すように、県内でも唯一の寄宿舎と一体となった事務所の建築形態にござ

います。 
これまで見てまいりましたように、昼夜問わずの、社会基盤であるイン

フラの整備は、極めて公益性の高いものであると考えております。 
続きまして、事務所建設後の周辺環境についですが、建物階数や床面積

が、現在ある事務所と同規模であり、建設後も環境が殆ど変わらないとい

うことでございます。また、敷地が第一種低層住居専用地域であるという

ことを十分認識し、騒音などで迷惑をかけることがないよう、これまで同

様に十分配慮し、地域社会との共生を目指すこととしております。 
なお、これから現地をご案内いたしますが、昨年の確認申請が順当に処

分されることを前提に、事務所部分を寄宿舎の一部に移動しておりますの

で、事務所部分は空の状態でございます。本申請の説明は以上でございま

す。 
 

議案第１号について、何かご質問はありますか。 

 

こちらの事業所の車両等は、許可申請の敷地内に置いているのですか。 

 

敷地内にはトラックが置いてありますが、大きな音の出る車両などは近

くの置場から持ってくることになっています。 

 

そのような車両が出入りすることはありますか。 

 

緊急的な作業の場合になりますが、必要な重機を置場から敷地内に持っ

てくることはあります。 

 

先ほどの説明では、申請者の緊急出動は市が委託する全体の７割とのこ

とですが、残りの３割はどこが行っているのですか。 

 

市と提携している一般の建設会社です。 

 

 

それらの会社が請負う部分が全体の３割位になるということですね。 

 

そのとおりです。 

 

昭和４８年の建築確認ですが、用途地域が変更になる１月１５日まで、

期間が迫っていたようですが、これについてはどう考えていますか。 

 

確認申請の受付日は２日前ですが、２日間で審査するのは実際には無理

がありますので、当時の埼玉県川越土木事務所が、事前に整った図面等を

審査していて建築確認をしたのではないかと思います。 
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建築確認の図面と違う建物が事実上４０年間あることになりますが、違

法建築ではないけれども、市としては注意をしなかったという状態だった

のですか。その辺は具体的にはわからないのですか。 

 

現地を見に行く機会がありませんので、今は取り下げられていますが、

昨年確認申請が提出されたときに、初めて昭和４８年の確認申請と現地が

違っていることがわかった状態です。 

 

実際に現地に行くとわかるのですが、入口が路地状敷地になっておりま

して敷地内の建物が外から見える状態になっておりませんので、それもま

たわからなかった理由の１つだと思います。 

 

既存の建物は、昭和４８年の建築確認の設計建築物よりも大きくしたと

いうことではないのですね。 

 

そのとおりです。逆に小さくなっています。 

 

 

 

しかし、当初の確認申請図面と違うので既存不適格建築物として適用さ

れないということで、新たに許可申請になったということですね。そのこ

とについては、許可申請者も争っていないわけですね。 

 

許可申請者は設計変更をしたという主張をしておりましたので、市とし

てはその証明書を出すように伝えました。許可申請者は何ヶ月も探しまし

たが、４０年前のことですので、設計変更を証明する書類の提出ができな

い状態になったということです。 

 

４８条のただし書きの要件で、良好な住居の環境を害するおそれがない

こと、又は公益上やむを得ないということがありますが、今回は公益上や

むを得ないという理由で許可を求めているようですが、住居の環境を害す

るおそれがないということで申請しないのはなぜですか。 

 

良好な住環境ということですと、どんな事務所でも許可の対象になって

しまいます。市としては民間の建物ですが公共のために協力していただい

ていることから、公共性を表に出した次第でございます。 

 

先ほど近隣の同意の説明がありましたが、同意は今回の許可の要件には

しないけれども、それも一応考慮して同意を確認している訳ですね。 

 

そのとおりです。１０月に公開による意見の聴取も行いましたが、近隣

の利害関係者の出席はありませんでした。 
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そうすると、住環境の面で出したらどうなんでしょうか。 

 

そうしますと、いろいろな事務所物件がすべて許可対象になってしま

い、許可を乱発する形になりますので、やはり公益性を重要視しています。 

 

ということは、まず公益性を判断して、そこにあてはまらない場合、特

殊な例として住環境をあてはめる場合もあり得るという考え方ですか。 

住環境だけだとなんでも建ってしまいますもんね。むしろこういう建物

の場合は原則的に公益性を重視して考えて、そこにあたらない場合は住環

境のほうに行かざるを得ないですね。 

 

そのとおりです。 

 

 

現地を見てみないとまだわかりませんが、４０年間存在している建物

を、つまり環境の一部になっている訳ですよね。建替える場合でもそうい

う環境の状態を全く損なっていない、維持されている、継続されている、

つまり環境全体は今までと何ら変わっていないという視点からすると、今

回の場合はむしろ環境にふさわしいというか、環境的に損なっていないと

いうほうが的確ではないかなという気もしないでもない。先ほど言われた

ように、同じような事務所が乱発されるかもしれないということだけれど

も、それは４０年間存続しているという実態が存在しない場合には当然否

定されていくわけだからそれほど気にはならない。むしろ公益性のほうが

公益的であれば誰でも作ってよいのかということになって、むしろ心配な

気がしないでもない。いずれにしても現地を見ないと判断しにくいかなと

思います。もう１点は、不同意の方が１人おりますが、過去に室外機の騒

音の問題があったからということですが、原因の室外機は撤去され既に対

処しているということですから、状態としては積極的に反対している方は

いないというふうに判断してよいものと思います。 

 

住環境の場合というのは、より周囲の人の同意というのをより積極的に

必要となってくると。公益性の場合は、当然高い場合は認めていいと考え

ますが、ではどこが違うかというと、住環境の場合の申請があった場合に

は、より範囲が広くなるというか、住民の同意がより厳しくなってくるの

でしょうね。そうしないとみんな認められていくことになってしまいます

よね。 

 

いずれにしても、住環境にしても公共性にしても、近隣の同意というこ

と自体は要件にはできないと思います。さきほど紹介があった国交省の通

知自体も同意の範囲ではないはずです。近隣の関係者という範囲のことで

あって、同意を条件にすると周囲が同意すれば何でもできるのかというこ

とにも逆につながったりして、それは基本的には建築行政としては認めな
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いという姿勢ではあると思います。ただ、周りにお知らせをして、できる

だけ合意をとるように指導されているのだとは思います。その中の１０パ

ーセントとか２０パーセントが反対されていても、それはその状態を見る

というだけで、要件ということにはならないと思います。今回の場合は既

存の建物を建て替えるということですが、既存の建物を建て替えるにして

も、事務所というのはかなりの数がありますので、それだけの理由で許可

をすることになるとかなりの数の許可を求められるということにもなり

ますし、大変なのかなと思います。かたや公益上やむを得ないということ

ですけれども、おそらく前例もそれほどないような気がしますし、なかな

か判断が難しいということです。両方のことを勘案してというような形で

はないのかなという気がします。 

 

条文上はどちらかひとつに該当すればクリアーですが、両方クリアーし

たほうがいいわけですよね。 

 

両方は完璧じゃないけれど、両方合わせれば、合格点に達するというこ

とです。 

 

そもそも住環境という規定の仕方が曖昧なわけですよね。規則か何かで

細かく定められているのですかね。住環境自体を判断する細則みたいなも

のは特にはないわけですか。公益性は、当然住環境自体を判断するときに

入りますから、結局、住環境だけでいいのかとなってしまうと、どこで判

断するのか難しくなってしまいますね。何かの住環境に関する基準みたい

なものがないと難しいですよね。 

 

今回の案件は、住環境と公益性の両方をクリアーできる可能性はあるけ

れども、周囲の住民は、今回申請の事業所が住民のため、公益のために仕

事をしているということはなかなか外からではわかりづらい。そういった

意味でも近隣同意の際に説明をすることも必要で、結果、反対の人がいた

としても公益性のために許可したとしても、それはやむを得ないというの

が特定行政庁の考えであったのかなと思います。 

 

この昭和４８年の建築確認を受けている建物については、いわゆる駆け

込みで申請したと思いますが、おそらく建築した建物は、確認申請時の建

物と異なっていますので、別の設計もしていて大きめな建物で確認を受け

て、小さいものを建てればいいではないかと安易に考えたのかなと想像で

きます。建築確認をとって着工していれば、既存不適格建築物として建て

替えはできるわけですが、そうではなくて、違うものをつくったから駄目

だというわけでもないんですね。ちゃんとこの設計に基づいて着工してい

れば、変更の手続きはとっていなくても、建築基準法上適法に着工されて

いれば、既存不適格建築物になるのですが、その証拠がないと。別の設計

をしてちゃんと用途地域が変わる前に着工したという証拠がないという

説明だったと思いますが、非常に微妙な物件と思います。 
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確認申請をしたが、その図面とは違っていると。この建築変更図面とい

うのはどういう位置づけになるのですか。 

 

例えば、確認をとった建物を着工していて、途中で変更をしているので

あれば、着工前有効ですから、既存不適格になって、建物が変更されてい

てもＯＫだと思うんですね。 

 

確認申請を出してかつ、もう一度それを設計変更で許可を取るのです

か。 

 

許可を取るということではなくて、当時であれば届出をするということ

です。あるいは手続きをしなかった。書類が残っていないですから、手続

きはされていないのだと思いますが。 

 

そういうことですと、着工したあとに適当に変更していいのですか。 

 

それは手続き違反になりますよね。建築基準法の確認をとらないという

手続き違反になるということだと思います。 

 

例えば確認をとって、どうしても設計変更の必要があった場合、現在は

どのような手続きになっているのですか。 

 

今は計画変更という手続きになっています。 

 

 

確認申請になるのですか。 

 

計画変更という確認申請になります。 

 

 

そうすると計画変更の確認がおりるまで、勝手に工事をやってはいけな

いわけですよね。 

 

そのとおりです。 

 

 

その場合は新しい用途地域の規制になるのですか。 

 

既存建築物の確認がおりてから着工していれば、古い用途地域の規制が

かかります。 

 

だから適法だということですよね、その当時は。 
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そのとおりです。 

 

 

設計変更を出してないから駄目だと。書類がないから。 

 

今回の許可申請者が、設計変更したと主張しておりますが、そういった

証拠が何もないということです。 

 

現時点での質問はこれでよろしいでしょうか。 

 

はい。 

 

それでは、これから現地調査に向かいたいと思います。事務局から説明

をお願いします。 

 

（集合場所・時間の案内） 

 

 

～現  地  調  査～ 

 

 

（現地調査終了） 

現地調査、ありがとうございました。それでは、引き続きご審議をよろ

しくお願いいたします。 

  

現地を見られて何かご質問はありますか。 

 

 ありません。 

 

それでは、これより、採決を行います。議案第１号について採決を行い

ますので、委員の皆様のご意見をお願いいたします。 

 

公益性だけでなく、居住環境も含めて考えれば、許可することに同意し

てもよいと思います。 

 

同意します。先ほども言いましたように、良好な住環境を害するおそれ

がない、もちろん公益上ということもありますけれども、前段の部分につ

いて私はこれでよろしいと考えます。 

 

台風や大雨のときに道路作業のために夜中などに緊急出動をしている

知人がいます。災害対応には緊急出動は必要だと思います。今回の申請物

件は、住居が一体になっていて緊急出動に対応できる建築計画であり、そ
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ういう面で非常に公益性が高いと思っています。実際に現場を見ましたら

店舗も隣接している場所でもあり、現在の住環境の面からみても問題ない

ということで同意いたします。 

 

公益性、住環境の両面からみて建築には同意いたします。 

１つ質問をさせていただきたいのですが、今耐震性の問題が言われてい

ますが、一般の個人住宅も耐震性に配慮した住宅を求められていると思う

のですが、実際、個人の住宅も含めて、申請したものがその通り建築され

ているかのチェックは入るのでしょうか。それともごく一部の建物に関し

てだけなのでしょうか。 

 

行政としては、建築確認後の中間検査、完了検査を１００パーセントに

もっていきたいと思っています。民間確認検査機関が行う完了検査は９０

パーセント程度になっていると思います。 

 

現場を見ているということですね。 

 

そのとおりです。 

 

 

補強をしているかどうかとか、そういった細かいところまでは検査でき

ませんよね。 

 

在来の住宅関係で検査を行っていない場合もありますが、大きな建物に

ついては消防の同意が必要ですし、消防の検査、建築指導課の完了検査も

あります。受けませんと使用開始ができません。今回の申請物件は消防同

意が必要な物件になります。 

 

公共性があるとかに係わらず、個人住宅も含めて検査を行っているので

すか。 

 

そのとおりです。完了検査を受けないというのは住宅系に何件かござい

ます。 

 

今の課長さんの話は現在の状況だと思いますが、４０年前は完了検査を

受けているものは２０パーセントから３０パーセントぐらいだったと思

います。建築基準法上は、すべての建物は完了検査を受けて検査済証を取

得しなくてはいけないことになっていますが、当時は非常に執行体制が弱

かった面もありまして、完了検査の申請があったものだけを検査していた

という状況がずっと続いていました。それに対して最近は完了検査の申請

がないものには申請をするように行政が指導するようになって、徐々に検

査済証の取得率が上がっていって、現在は１００パーセントに近づいてい

るということだと思います。 
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固定資産の評価というのは、固定資産税の担当課が現地調査をして、別

の角度から行うのでしょうか。 

 

そのとおりです。建築確認を受けなかった建物についても資産税課で課

税対象にしています。 

 

ただいま、委員からご意見を伺いましたが、全会一致により、同意とい

うことでよろしいでしょうか。 

 

はい。 

 

議案第１号については、当審査会としては、全会一致により同意するこ

とに決しました。 

 

 

次に、議題（２）の報告について、特定行政庁から説明をお願いします。 

 

それでは、「建築基準法第４３条第１項ただし書（敷地等と道路の関係）

の規定に基づく許可」の報告について、説明させていただきます。 

本件は、敷地と道路との関係における接道規定の特例許可でございます

が、すでに同意をいただいております「包括同意基準」に基づきまして、

平成２５年１月１０日から平成２５年８月２０日までに合計９件の許可

をいたしました。 

本日はこの９件につきまして、ご報告いたします。なお。お手元の「建

築審査会ファイル」に資料として「包括同意基準」を掲載しておりますの

で、ご覧ください。 

それでは、詳細につきまして、担当の勝又主事からご説明申し上げます。 

 

建築指導課の勝又と申します。よろしくお願いいたします。 

それでは、議題（２）の建築基準法第４３条第１項ただし書の規定に基

づく許可につきまして、前回のご報告以降、許可をいたしました９件につ

いてのご報告させていただきます。 

それでは早速ですが、資料２の構成から説明いたします。 

■資料の確認 

・「包括同意基準に基づく建築基準法第４３条第１項 ただし書き許可 

一覧表」 

・「市内位置図」 

・「各通路のタイプ」 

・９件の「案内図」「配置図」「現況写真」 

 それでは、資料の「一覧表」をご覧ください。 

本日の報告案件は、表、右から二番目に記載されておりますとおり全て

「包括同意基準」（ローマ数字）Ⅱに適合しております。ご報告にあたり、
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加村会長 

 

伊藤委員 

 

 

 

 

 

特定行政庁 

勝又主事 

 

包括同意基準に表記しております「避難及び通行の安全等の目的を達する

ために十分な幅員を有する通路」を、前回の審査会同様、大きく、３タイ

プに分類し、資料３枚目の「各通路のタイプ」として示しました（①通り

抜け通路、②通り抜けの無い通路（延長３５ｍ以上）、③通り抜けの無い

通路（延長３５ｍ以内）。 

この３タイプについては、５月の審査会時にご説明いたしましたので、

今回の説明は割愛させていただきます。 

また、今回は報告件数「９件」と少ないため、説明は１件とさせていた

だきます。 

今回ご説明いたしますのは、一覧表通し番号８番の案件となります。申

請場所は所沢市小手指町で、延べ面積が１０５．５８平方メートルの木造

２階建ての一戸建て住宅を建築するものです。 

 平成２５年８月１３日付け、第６号にて許可いたしました。 

なお、許可をするにあたり、２つの条件を付しました。 

１つ目は、建築物の用途、規模、構造について、一戸建ての住宅、２階

建て程度とし、外壁を防火構造、軒裏を不燃材料とすること。２つ目は、

工事監理者を定めることです。 

それでは、８番について、お手元の資料とパネルにより補足説明をさせ

ていただきます。 

■「案内図」の説明 

■「配置図」の説明 

オレンジ色にぬった部分が通路境界線で、この部分が道になります。こ

ちらの前面通路につきましては、私道で、現況幅員は４メートル以上にな

ります。また、一般の通行の用に供され、「道路」と同等の機能がありま

す。ピンク色で囲まれた部分が敷地になります。 

■「申請場所及び通路の現況写真」の説明 

通路は道路と同等の機能を有し、幅員は４ｍ以上確保されております。 

 

以上、８番についてのご報告といたします。また、その他につきまして

は、一覧表および添付資料をもって、報告とさせていただきます。 

以上で報告を終わります。 

 

ただいまの報告について、何かご質問はありますか。 

 

５番の物件ですが、配置図を見ると、現況幅員が３．９３４メートルに

なっているのですね。包括同意基準の「幅員が４メートル未満の通路の場

合」の２「避難通路及び通行の安全等の目的を達するために十分な幅員を

有する通路」について、「４メートル以上に拡幅整備できる見込みがある

もの」とありますが、５番の案件は見込みがあるのでしょうか。 

 

配置図に後退後通路幅員４メートルと記載されておりまして、このライ

ンで４メートルに後退する予定線となっております。５センチメートルほ

ど後退することになります。 
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特定行政庁 

勝又主事 
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特定行政庁 

勝又主事 

 

加村会長 

 

特定行政庁 

中村副主幹 
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郡山主任 

 

加村会長 

 

 

特定行政庁 

勝又主事 

 

加村会長 

 

委員一同 

 

加村会長 

 

 

 

 

特定行政庁 

郡山主任 

 

 

 

 

 

４メートル以上に拡幅整備できる見込みがあるということでよろしい

のですね。 

 

そのとおりです。 

 

 

８番の物件ですが、申請敷地とその南側の敷地との境界にはブロックか

何かがあるのですか。 

 

現地調査時は何もありませんでしたが、配置図にあるように、コンクリ

ートブロックが設置される予定となっています。 

 

４メートルの幅員がある通路の所有権はどうなっていますか。 

 

通常は通路の所有権がある方々が、自分たちの土地を提供して道路にす

ることを了承して、印鑑証明書も添付した上で４３条のただし書きの許可

申請をするものです。 

 

協定を組まれたときは共有名義でした。 

 

 

８番の写真にある建築中の建物は、許可後に建築を始めたものですね。

写真は、いつごろ撮影したものでしょうか。 

 

許可後に建築を始めています。写真は２週間前に現場で撮影したもので

す。 

  

 他にご質問はありませんか。 

 

 ありません。 

 

 以上で、議題（２）の報告がおわりました。 

 

次に、会議次第の「３．報告事項」としまして、特定行政庁から報告を

お願いします。 

 

 建築指導課の郡山と申します。よろしくお願いいたします。 

本年９月に策定しました「自動車修理工場に係る建築基準法第４８条第

５項から第７項までの規定に関する許可準則」についてご報告いたしま

す。 

自動車修理工場は住居系用途地域において、その良好な居住環境を確保

するために面積等が規制されております。しかし、幹線道路に面し交通面
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で高い利便性を有している地区内においては、現行の規制の範囲内では必

ずしも十分でない場合が生じております。建築物の用途制限については、

許可を得ることで緩和を受けられますが、国は自動車修理工場に係る当該

許可を円滑に進められるよう平成５年６月２５日に許可準則を、平成２４

年３月３１日に技術的助言を提示しております。これらの動きを受けて、

ここ数年の間、当市においても自動車修理工場に係る相談が複数件寄せら

れております。 

 これに対し、本市では平成３年に本市独自の許可基準を設け対応してお

りましたが、平成７年の用途地域の変更等、指定当時から状況が変化して

いることから、今回、時代の要請や過去の経緯を踏まえ、当該基準の検討

を行いました。 

その結果、平成３年の市基準は現在の１２用途地域となる以前の８用途

地域に対応したものであり、その趣旨は活発な商業的土地利用がされてい

る市内３路線沿いにおいて、「空気圧縮機の出力」「作業内容」「環境の

保護」「近隣居住者等の理解」について一定の基準に適合していれば、住

居系用途地域において５０平方メートルに制限される作業場の面積につ

いて、１２０平方メートルまで認める内容となっており、国の示す準則等

と同様、許可を円滑に進められるよう規定したものとなっておりました。 

一方、国の準則については、８用途地域における住居系用途地域に対応

する「第１種住居地域」「第２種住居地域」「準住居地域」について、「周

囲の土地利用状況等」「出入口の位置」「前面道路の幅員」「敷地内空地」

「機械類と建築物の構造」「形態、意匠」について、一定の基準に適合し

ていれば、第１種住居地域、第２種住居地域において５０平方メートルに

制限される作業場の面積については１５０平方メートルまで、準住居地域

において１５０平方メートルに制限される作業場の面積については３０

０平方メートルまで認める内容であり、現在の１２用途地域に対応した内

容となっております。 

このことから、本市においても独自の許可基準を設けることなく、国の

基準に準拠した形で基準を定めることと致しました。なお、国の準則にお

ける「幹線道路に面し交通面で高い利便性を有している地区内」について

は、国道、主要地方道、都市計画道路のうち現在自動車修理工場の沿接す

る市内１８路線を対象として指定しております。 

それではお手元にお配りした資料により許可基準について、簡単に説明

させていただきます。 

資料１「許可準則」の「第２ 許可基準」を朗読します。 

（１）作業場の規模については、準住居地域内は作業場の床面積の合計が

300平方メートル以内、第一種住居地域又は第二種住居地域内は 150

平方メートル以内であることとしております。 

（２）周囲の土地利用状況等については、敷地の近傍概ね 20メートル以

内に、小学校等、静ひつの確保又は頻繁な自動車交通の発生・集中を

低減すべき用途に供する建築物の出入口が存しないこととしており

ます。 

（３）出入口の位置については、交差点の近接部、急勾配の道路、バス停
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の近接部等自動車の出入りが道路交通の支障となる場所又は自動車

の出入りが困難な場所を避け、極力周囲の居住環境や道路交通に対す

る影響が少ない場所に設けることとしております。 

（４）前面道路の幅員については、修理工場の規模、自動車の出入りの頻

度の相違に応じ、適切な幅員の前面道路に接することとしておりま

す。 

（５）敷地内空地については、敷地内に自動車が停車又は旋回することが

でき、かつ、自動車修理工場に出入りする自動車から前面道路の通行

の見通しができるようにするために、適切な空地の確保を図ることと

しております。 

（６）機械類と建築物の構造については、自動車修理工場で使用される空

気圧縮機等の機械類は、自動車の修理作業に関し必要である最小限の

ものとし、当該機械類から発生する騒音及び振動、排気ガス、ライト

グレア等の周囲の居住環境に対する影響の低減を図るため、敷地内の

建築物の適切な配置、機械類の地下への設置、遮音上主要な部分への

外壁の設置、外壁に設ける窓のはめころし化等の措置を講じることと

しております。 

（７）形態、意匠については、周囲の居住環境、市街地景観と調和するも

のであることとしております。 

 

次に、資料２の「技術的指針」についてですが、当該指針は準則を補完

する形で技術的内容を定めております。技術的指針の「第２ 周辺環境に

影響を与えないための基準」によれば、 

１ 騒音については周辺環境の状況を踏まえ、１）、２）により判断す

ることとしております。 

１）としては、作業に伴う騒音を低減するため低騒音型のインパクトレ

ンチを使用することとしております。 

２）としては作業場の隣地方向及び道路方向に関し、隣地方向について、

作業場の外壁に一定の透過損失等があることとし、外壁の透過損失を

４４dB以上かつ小窓は設けないといった実測測定の結果を提示してお

ります。また、道路方向が解放されている場合には作業場から敷地境

界まで一定の距離等を確保することとし、敷地境界まで出来る限り距

離を確保し、作業場の外壁に吸音材を追加することや、敷地境界に遮

音壁を設置する必要があるとの実測測定の結果を提示しております。 

３）としては、洗車機は遮音壁及び遮音性のある屋根で覆うこととして

おります。 

２ その他として、 

１）工場から排出される排水を処理するための油水分離槽を設置するこ

と。 

２）本指針に基づく各自動車修理工場の周辺環境への影響については、

当該工場が立地する前面幹線道路の交通量や個々の建築計画等を考慮

し総合的に判断することとしております。 

以上で説明を終わります。 
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特定行政庁 
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特定行政庁 

郡山主任 

 

加村会長 

 

特定行政庁 

 

 それでは、ただ今の報告に対して、何かご質問はありますか。 

 

 資料２の技術的指針に騒音の外壁の透過損失を４４dB以上とあります

が、確認申請が提出された時点でチェックをするということでよろしいの

でしょうか。また、資料１の許可準則にさまざまに書かれている事柄は、

定期的に現地でチェックされるということがあり得るのでしょうか。 

 

 １つ目のご質問ですが、今のところはこのような許可の運用をしていな

いものですから、詳細まだ決まっておりません。当然、透過損失を４４dB

以上という約束事がありますので、建築審査会に諮る前に許可の相談があ

った時点で建築計画を確認して、それだけのものを使われているのかどう

かは確認させていただくことになると思います。 

 

 例えば、低騒音型のインパクトレンチを利用しているとかということ

が、提示されるわけですね。 

 

 相手方からその使用される機材等を提示いただいて検討していくこと

になると思います。 

 

 そのような指導がされたとして、実際に運用が始まりだしたときに、例

えば、敷地内空地の基準がありましたが、使用しているうちに勝手に使わ

れてしまって、適切な空地がなくなってしまうようなことが起こりそうな

気もします。よって、実際に使用が始まったあとのチェックなどはどのよ

うにするのかということを意見として申し上げておきます。 

  

 資料２の技術的指針の第２の１の２）に「外壁を透過損失４４dB以上か

つ小窓は設けない」、とありますが、小窓は設けなくても、大きな窓なら

よいのかという解釈もできます。「小窓も」という意味でよろしいですね。 

 

 そのとおりです。窓を設けないという意味です。 

 

 

 工場からの騒音に対して、近隣住民からこの基準があるのだからという

ことで、基準に基づいて行政指導の要望があった場合、指導はできるので

すね。 

 

当面これだけのものはクリアしてくださいという話で指導します。 

 

 

 この担当は建築指導課になるわけですね。 

 

 建築指導課が中心で指導いたします。 
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郡山主任 

 

加村会長 

 

委員一同 
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特定行政庁 

森沢課長 

 

 

 

 

加村会長 

  

 

ほかにご質問はありますか。 

 

 ありません。 

 

 それでは、ただいまの報告についてはご了承願います。 

 

 次に、会議次第の「４．その他」の事項としまして、特定行政庁、事務

局から何かありますか。 

 

現在、建築基準法第４８条の許可に係る自動車修理工場について、事前

相談を受けております。順調に事務手続きが進めば、明年の２月頃に建築

審査会への諮問を考えていましたが、その後の進展がないため、来年度に

開催をお願いすることになりそうです。 

 

 わかりました。進展がありましたら事務局に連絡をお願いします。 

 

■会長から報告 

・全国建築審査会会長会議（１０月３０日～１１月１日 金沢市）に事務

局森沢課長と参加。 

・埼玉県建築審査会連絡協議会連絡会議（１１月２６日 新座市）に村上

職務代理者、事務局森沢課長と参加予定。 

 

 それでは、すべての議事が終了いたしましたので、本日の建築審査会を

閉会いたします。皆様、お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


